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一
般
会
計
決
算

特
別
会
計
決
算

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
平
成
２６
年

度
に
比
べ
て
４９
億
５
９
１
２
万
円
増

の
９
８
６
億
４
６
０
７
万
円
で
し
た
。

　

歳
入
の
主
な
も
の
は
、
市
民
の
皆

さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税

（
市
民
税
・
固
定
資
産
税
等
）
が
最

も
多
く
、
全
体
の
４７
・
８
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
さ
ら
に
特
定
の
事
業
を

行
う
こ
と
に
対
す
る
国
か
ら
の
補
助

金
等
で
あ
る
国
庫
支
出
金
が
１５
・
５

％
、
建
設
事
業
等
を
行
う
た
め
の
財

源
と
し
て
国
な
ど
の
機
関
か
ら
借
り

入
れ
た
市
債
が
６
・
７
％
な
ど
と
な

っ
て
い
ま
す
。
２６
年
度
と
比
べ
る
と
、

市
民
税
が
給
与
所
得
の
伸
び
な
ど
に

よ
り
個
人
市
民
税
収
入
額
が
増
加
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
１
・
２
％
の
増
、

地
方
消
費
税
交
付
金
が
消
費
税
率
の

引
き
上
げ
の
影
響
に
よ
り
６６
・
９
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
地
方

交
付
税
は
中
核
市
移
行
に
伴
う
増
額

な
ど
に
よ
り
６
・
８
％
の
増
、
諸
収

入
は
救
急
医
療
対
策
事
業
に
係
る
補

償
金
な
ど
に
よ
り
４０
％
の
増
と
な
っ

て
い
ま
す
。
市
債
に
つ
い
て
は
、
老

人
福
祉
セ
ン
タ
ー
整
備
に
係
る
事
業

債
な
ど
が
増
加
し
ま
し
た
が
、
第
三

庁
舎
整
備
が
完
了
し
た
こ
と
に
伴
う

事
業
債
の
減
な
ど
に
よ
り
９
・
２
％

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
歳
出
は
２６
年
度
に
比
べ
３２

億
３
７
７
５
万
円
増
の
９
３
４
億
６

１
６
４
万
円
で
、
２３
年
度
に
ス
タ
ー

ト
し
た
第
４
次
総
合
振
興
計
画
に
基

づ
き
、「
水
と
緑
と
太
陽
に
恵
ま
れ

た　

人
と
地
域
が
支
え
る
安
全
・
安

心
・
快
適
都
市
」
の
実
現
を
目
指
し
、

各
種
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
（
主
な

事
業
は
５
面
に
掲
載
し
て
い
ま
す
）。

　

歳
出
の
主
な
も
の
は
、
目
的
別
で

は
、
安
定
し
た
社
会
生
活
を
保
障
す

る
福
祉
の
諸
施
策
の
た
め
の
民
生
費

が
最
も
多
く
、
全
体
の
４３
・
８
％
を

占
め
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
給
付

費
や
国
民
健
康
保
険
繰
出
金
の
増
な

ど
に
よ
り
前
年
度
比
７
・
６
％
（
２９

億
１
２
２
６
万
円
）
の
増
、
続
い
て

保
健
衛
生
の
た
め
の
衛
生
費
が
１１
・

８
％
で
、
救
急
医
療
対
策
事
業
や
保

健
所
経
費
の
増
な
ど
に
よ
り
前
年
度

比
１３
・
２
％
（
１２
億
８
８
０
９
万
円
）

の
増
、
庁
舎
管
理
や
広
報
、
企
画
の

経
費
な
ど
の
一
般
行
政
の
た
め
の
総

務
費
が
１０
・
５
％
で
、
第
三
庁
舎
建

設
事
業
の
完
了
な
ど
に
よ
り
前
年
度

比
７
・
４
％
（
７
億
８
９
９
１
万
円
）

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
性

質
別
で
は
、
各
種
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
経
費
な
ど
の
扶
助
費
が

２５
・
６
％
、
職
員
の
給
与
等
の
人
件

費
が
１８
・
９
％
、
委
託
料
や
需
用
費

等
の
物
件
費
が
１５
・
８
％
な
ど
と
な

っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
市
民
１
人
当

た
り
に
換
算
し
た
支
出
額
と
市
税
負

担
額
は
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　

特
別
会
計
は
、
国
民
健
康
保
険
会

計
を
は
じ
め
９
会
計
で
す
。

　

各
特
別
会
計
の
決
算
は
、
表
２
の

と
お
り
で
す
。

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
健

全
化
判
断
比
率
等
の
指
標
を
公
表
し

ま
す
。
各
指
標
の
数
値
と
主
な
内
容

は
表
３
の
と
お
り
で
す
。

　

前
年
度
に
続
き
、
健
全
化
判
断
比

率
の
す
べ
て
の
指
標
お
よ
び
資
金
不

足
比
率
は
、
国
の
定
め
る
基
準
を
下

回
っ
て
お
り
、
健
全
財
政
を
維
持
し

て
い
ま
す
。

■
実
質
赤
字
比
率…

赤
字
な
し

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
赤
字
が
、

標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
、
ど
の
く

ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示
す
指
標

で
す
。

■
連
結
実
質
赤
字
比
率…

赤
字
な
し

　

市
の
す
べ
て
の
会
計
を
対
象
に
し

た
実
質
赤
字
が
、
標
準
的
な
収
入
に

対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な

る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

■
実
質
公
債
費
比
率…

８
・
２
％

　

一
般
会
計
な
ど
が
負
担
す
る
市
債

の
元
利
償
還
金
お
よ
び
準
元
利
償
還

金
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
、

ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示

す
指
標
で
す
。
早
期
健
全
化
基
準
２５

％
を
大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
健
全

で
す
。

■
将
来
負
担
比
率…

58
・
１
％

　

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ

き
実
質
的
な
負
債
（
市
債
の
現
在
高
、

債
務
負
担
行
為
に
基
づ
く
支
出
予
定

額
の
一
部
な
ど
）
が
、
標
準
的
な
収

入
に
対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合

に
な
る
か
を
示
す
指
標
で
す
。
早
期

健
全
化
基
準
の
３
５
０
％
を
大
き
く

下
回
っ
て
お
り
、
健
全
で
す
。

■
資
金
不
足
比
率…

資
金
不
足
な
し

　

一
般
会
計
な
ど
に
属
さ
な
い
公
営

企
業
会
計
に
お
け
る
資
金
の
不
足
額

が
、
事
業
の
規
模
に
対
し
て
、
ど
の

く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示
す
指

標
で
す
。

す
べ
て
の
指
標
で

健
全
財
政
を
維
持

　

平
成
27
年
度
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
の
決
算
が
９
月
定
例
市
議
会
で

認
定
さ
れ
ま
し
た
。今
号
で
は
、市
の
歳
入
・
歳
出
、健
全
化
判
断
比
率
の

ほ
か
、寄
附
の
状
況
と
主
な
事
業
、市
立
病
院
、施
設
管
理
公
社
の
事
業
報

告
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

も
っ
と
安
全
・
も
っ
と
安
心
・

も
っ
と
快
適
を
念
頭
に
、協
働
の
下
、

市
民
が
誇
れ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進

平成27年度
決算の概要

市
の
財
政
状
況
を
示
す
指
標

健
全
化
判
断
比
率
等
を
公
表
し
ま
す

大綱６：いきいきとだれもが学べる心豊かなまちづくり             
（教育、生涯学習、文化、スポーツ・
レクリエーション）

B
財
政
課
☎
９
６
３
＝
９
１
１
５

6万8783円

市　民　税

5万3737円

固定資産税

864円

軽自動車税

7197円

市たばこ税

2164円

事業所税

7040円

都市計画税

市民１人当たりの市税負担額は、13万9785円

7万902円

扶　助　費

市民1人当たりの性質別支出額

各種福祉サ
ービスを提供
する経費など

5万2340円

人　件　費

職員の給与
など

4万3717円

物　件　費

委託料や備
品購入費など

2万7616円

普通建設費

道路、学校
等を整備す
る経費など

3万6675円

繰　出　金

特別会計へ
の繰出金

2万1307円

公　債　費

市債の元利
償還金など

2万4628円

そ　の　他

補助費等や
積立金など

12万1544円

民　生　費

市民１人当たりの支出額は、27万7185円

A歳入決算の内訳 B歳出決算の内訳（目的別）

C歳出決算の内訳
　（性質別）

表１

保育所や学童
保育室の運
営、高齢者や
障がいのある
方への支援な
どの費用

2万9161円

土　木　費

住民基本台帳
や戸籍事務、
地域振興、その
他市役所の管
理運営の費用

2万1307円

公　債　費

市債などの元
金や利子の償
還の費用

3万2702円

総　務　費

ごみ、し尿の処
理、公害防止、
その他市民の
健康を守る保
健衛生の費用

2万6618円

教　育　費

学校、図書館、
公民館などの
管理運営、文
化・スポーツ振
興の費用

2万8805円

衛　生　費

道路、河川、公
園の整備・管
理、その他都市
整備の費用

1万7048円

そ　の　他

消防車両等の
整備や、農業
や商工業の推
進、雇用対策
などの費用

国庫支出金
153億2476万円

15.5%

市債
66億

1070万円
6.7%

諸収入
55億8801万円

5.7%

その他
239億8973万円

24.3%

民生費
409億8221万円

43.8%

総務費
98億3240万円
10.5%

土木費
97億1261万円
10.4%

衛生費
110億2639万円

11.8%

教育費
89億7506万円

9.6%

公債費
71億8432万円

7.7%

その他
57億4865万円

6.2%

その他
83億399万円
8.8%

公債費
71億8432万円

7.7%

普通建設費
93億1172万円
10.0%

繰出金
123億6598万円

13.2%

物件費
147億4067万円

15.8%

扶助費
239億694万円
25.6%

人件費
176億4802万円

18.9%

市　　税
471億3287万円

47.8%

     歳入合計
986億
4607万円

歳出合計
934億
6164万円

歳出合計
934億

6164万円　 

A B

C

会　　計 歳入決算 歳出決算
国民健康保険会計
後期高齢者医療会計
介護保険会計
母子父子寡婦福祉資金貸付金会計
東越谷土地区画整理事業費会計
七左第一土地区画整理事業費会計
西大袋土地区画整理事業費会計
公共下水道事業費会計
公共用地先行取得事業費会計
　　　　　　合計
＊表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります

420億6246万円
29億7952万円
168億6416万円

6936万円
5億2517万円
3億8345万円
21億3771万円
86億7877万円
11億386万円
748億447万円

406億6571万円
29億3798万円
159億2305万円

3403万円
2億8292万円
2億5078万円
19億156万円
82億1102万円
11億386万円

713億1091万円

特別会計歳入歳出決算額表２

＊資金剰余の場合は「資金不足なし」としていますが、東越谷土地区画整理事業会計は
▲322.0％、七左第一土地区画整理事業会計は▲113.3％、公共下水道事業会計は
　▲11.1％、病院事業会計は▲16.6％となっています

＊黒字の場合は「赤字なし」としていますが、実質赤字比率は▲9.32％、連結実質赤字比率は
▲17.79％となっています    

　健全化判断比率の４つの指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比
率、将来負担比率）のうち、１つでも早期健全化基準を超えると「早期健全化団
体」、財政再生基準を超えると「財政再生団体」になり、それぞれ財政健全化計画、
財政再生計画を策定し、早急に財政改善に取り組まなければなりません。
　公営企業会計については、資金不足比率が経営健全化基準を上回った場合は、
経営健全化計画を策定しなければなりません。

指標の名称 実質赤字
比　　率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比　　率

将来負担
比　　率

越谷市の数値 赤字なし 赤字なし 8.2 58.1

健全化判断比率表3 （単位 : ％）

（単位 : ％）

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0

特別会計の名称 東越谷土地
区画整理事業

七左第一土地
区画整理事業 公共下水道事業

越谷市の数値 資金不足なし 資金不足なし 資金不足なし

資金不足比率

経営健全化基準 20.0 20.0 20.0

病院事業

資金不足なし

20.0

財政再生基準 20.00 30.00 35.0




